
　附   属   明   細   書　（障害者雇用納付金勘定）

令和４事業年度

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
自　　令和　４年　４月 　１日

至　　令和　５年　３月 ３１日



（単位：円）

当期償却額 当期減損額

有形固定資産 工具器具備品 14,566,755 127,320,300 272,297 141,614,758 16,087,169 7,615,484 0 0 125,527,589

（減価償却費） 計 14,566,755 127,320,300 272,297 141,614,758 16,087,169 7,615,484 0 0 125,527,589

有形固定資産 工具器具備品 1,111,229 0 148,015 963,214 963,207 3,960 0 0 7

（減価償却相当額） 計 1,111,229 0 148,015 963,214 963,207 3,960 0 0 7

有形固定資産 工具器具備品 15,677,984 127,320,300 420,312 142,577,972 17,050,376 7,619,444 0 0 125,527,596

合計 計 15,677,984 127,320,300 420,312 142,577,972 17,050,376 7,619,444 0 0 125,527,596

無形固定資産 電話加入権 45 0 0 45 0 0 0 0 45

計 45 0 0 45 0 0 0 0 45

投資その他の資産 破産更生債権等 66,919,450 0 11,691,800 55,227,650 0 0 0 0 55,227,650

貸倒引当金 △ 66,919,450 0 △ 11,691,800 △ 55,227,650 0 0 0 0 △ 55,227,650

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（｢第87 特定の資産に係る費用相当額の

資産の種類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘　要

による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
会計処理｣及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」



（単位：円）

0 88,721

計 79,395 88,721 0 79,395 0 88,721

貯蔵品 79,395 88,721 0 79,395

２．棚卸資産の明細

種   類 期 首 残 高

当 期 増 加 額 当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘　要当期購入･
その他 払出･振替 その他

製造･振替



（単位：円）

賞与引当金

計 141,358,479 151,892,519 141,358,479 0 151,892,519

３．引当金の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘   要
目 的 使 用 その他

141,358,479 151,892,519 141,358,479 0 151,892,519



（単位：円）

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区     分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘   要
期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高 期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高

　貸倒懸念債権 60,996,527

△ 11,691,800 55,227,650

未収金 274,116,675 △ 97,793,749 176,322,926 124,608,871 △ 25,493,621 99,115,250

△ 6,468,112 54,528,415 30,498,264 △ 3,220,802 27,277,462

　破産更生債権等 66,919,450 △ 11,691,800 55,227,650 66,919,450

※算定方法につい
ては、注記を参照

　一般債権 146,200,698 △ 79,633,837 66,566,861 27,191,157 △ 10,581,019 16,610,138

△ 25,493,621 99,115,250計 274,116,675 △ 97,793,749 176,322,926 124,608,871



（単位：円）

①退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

企業年金基金等に係る債務

③年金資産

退職給付引当金（①＋②－③）

５．退職給付引当金の明細

区     分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘   要

1,471,519,700 △ 66,157,168 53,301,958 1,352,060,574

2,451,047,910 △ 87,068,246 90,556,286 2,273,423,378

979,528,210 △ 20,911,078 37,254,328 921,362,804

607,407,556 △ 12,629,746 37,254,328 557,523,482

②未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 △ 683,593,965 132,051,959 △ 85,417,911 △ 466,124,095

1,160,046,389 57,613,459 △ 32,115,953 1,249,775,801



（単位：円）

納付金関係業務引当金 39,581,050,764 6,098,356,305 0 45,679,407,069
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構の業務運営、財務及び会計並びに人事
管理に関する省令第11条

計 39,581,050,764 6,098,356,305 0 45,679,407,069

6．法令に基づく引当金等の明細

区     分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘   要



( 単位 ：千円、人 ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

（注１）役員に対する報酬等の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、役員給与規程（平成１５年

　 規程第４号）、職員給与規程（平成２５年規程第７号）、役員退職手当規程（平成１５年規程第５号）及び

職員退職手当規程（平成２５年規程第６号）に基づいている。

（注２）支給人員数は、共通経費の配賦を行ったことにより、実際の支給人員数と異なるため記載をしていない。

（注３）役員欄の上段の支給額は非常勤監事で、外数である。

（注４）上記明細のほかに、パートナー職員に係る給与等として、880,091千円の支給があり、損益計算書において、

その他の一般管理費及びその他の業務費の内訳費目（謝金）として整理している。

（注５）損益計算書において、退職給付費用として業務費に167,706千円及び一般管理費に10,719千円を計上している。

（注６）単位未満は、切捨てにより表示している。

合       計
138 － － －

1,302,032 － 0 －

0 －

職       員
－ － － －

1,283,083 － 0 －

７．役員及び職員の給与の明細

区       分
報  酬  又  は  給  与 退   職   手   当

支   給   額 支 給 人 員 支   給   額 支 給 人 員

役       員
138 － － －

18,948 －



８．開示すべきセグメント情報

　障害者雇用納付金勘定は、単一セグメントであり、障害者雇用納付金事業のみを実施していることから、当該勘定別附属明細書におけるセグメント情報の記載
を省略しております。
　なお、障害者雇用納付金事業セグメントの財務情報については、法人単位附属明細書の「１６.開示すべきセグメント情報」に記載しております。



（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。

企業年金基金

内山　元 ※ （東北職業能力開発大学校）

労働関係法人

堀之内　治史　※ （熊本職業能力開発促進センター

　荒尾訓練センター）

若林　革 ※ （千葉職業能力開発短期大学校）

山本　英治　　※ （京都職業能力開発促進センター）

の安定をはかることを目的とする。 る。 阿部　貴彦 （千葉支部長）

　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50 　当基金は、平成２９年に 中沖　剛

号）に基づき、この基金の加入者の老齢、死亡又は脱退 設立され、実施事業所の一 星　　直幸

９．特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等（「第１０６　関連公益法人等の範囲」

① 労働関係法人企業年金基金

（１） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

について給付を行い、もって加入者及びその遺族の生活 つとして当機構が含まれ 輪島　忍 （理事長代理）

において定める関連公益法人等をいう。以下同じ。）の情報



△ 187,822,679

（注）上記金額は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの期間の金額である。

労働関係法人
企業年金基金

15,284,662,567 15,776,506,439 △ 491,843,872 941,916,408 1,129,739,087

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

掛金（事業主負担分）

労働関係法人

企業年金基金
　　　　当基金加入員（厚生年金に加入する一定

　　　　条件を満たすすべての当機構職員）の老

　　　　齢、死亡又は脱退について給付を実施



労働関係法人企業年金基金 941,861,408 0 ―

（注）上記金額は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの期間の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 62,417,400

（注）上記金額は、令和５年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

労働関係法人企業年金基金 ― 751,953,700



（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。

健康保険組合

雇用支援機構

松原　和範　　※ （九州職業能力開発大学校）

佐藤　長彦　　※ （経理部次長）

赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

小笠原　雅彦　※ （愛媛職業能力開発促進センター）

は、昭和５２年から加入し 小林　淳　　　※ （総務部長）

ている。 横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

　健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対し 　当組合は、昭和３６年に 輪島　忍　　　※ （理事長代理）

て保険給付や保健事業等を実施している。 設立され、当機構において 鈴木　修　　　※ （理事）

②　雇用支援機構健康保険組合

　（１）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）



△ 67,820,001

（注）上記金額は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの期間の金額である。

雇用支援機構
健康保険組合

2,023,912,908 196,813,211 1,827,099,697 3,927,139,322 3,994,959,323

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
　　　　当機構職員等に対し、保険給付及び

　　　　保健事業等を実施



雇用支援機構健康保険組合 3,798,360,594 0 ―

（注）上記金額は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの期間の金額である。

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 123,785,760

（注）上記金額は、令和５年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

（４） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

（３） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,804,739,813



サポート２１

活動法人

トータル

特定非営利

大石　雅一

委託している。 岩丸　裕建

山下　哲郎

川﨑　昇

③ 特定非営利活動法人トータルサポート２１

（１） 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

　企業経営・組織運営の支援を実施している。 　生産性向上支援訓練等を 能田　幸生



特定非営利活動法人トー
タルサポート２１

654,166 0 654,166 2,681,065 2,590,921 90,144

（注）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。

　（２）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

　　　　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

生産性向上支援訓練等の委託

特定非営利活動法人

トータルサポート２１
生産性向上支援訓練等の実施



関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

特定非営利活動法人トータルサポート２１ 2,440,650 2,084,500 85.4%

（注）上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの期間の金額である。

特定非営利活動法人トータルサポート２１ ― ― 未払金 660,000

特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合
（単位：円）

　（４）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引状況

特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細
（単位：円）

関連公益法人等名
債権の明細内容 債務の明細内容

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

　（３）　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の基本財産等の状況
（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

特定非営利活動法人トータルサポート２１ ― ―


	令和4事業年度決算資料.pdfから挿入したしおり
	令和4事業年度財務諸表
	法人0615
	財務諸表・附属明細書表紙（法人）
	01貸借対照表0608修正
	02行政コスト計算書0608法人
	法人

	03  PL 0614法人 
	04純資産変動計算書0608
	05キャッシュ・フロー計算書0608②法人
	法人

	【法人】注記（結合）0613
	１．運営費交付金収益の計上基準
	業務達成基準を採用しております。
	管理部門の活動については、期間進行基準を採用しています。
	２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
	３．減価償却の会計処理方法
	（１）有形固定資産（リース資産を除く）
	５．貸倒引当金の計上基準
	６．賞与に係る引当金の計上基準
	役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上しております。なお、障害者雇用納付金勘定及び宿舎等勘定以外の勘定における役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
	７．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
	９．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
	（２）当事業年度に国庫納付控除金預り金として計上した額（機構法附則第5条第4項に基づき厚生労働大臣が定め譲渡収入から控除された額）　　　　　　　　　　　　　　　　21,687,281円
	（３）当事業年度に国庫納付控除金収益として収益化した額及び国庫納付控除金預り金の残高
	職員宿舎
	１．兆候の対象資産及び経緯
	２．使用しなくなる日
	３．使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
	１．減損認識の対象資産
	２．減損の認識に至った経緯
	職員宿舎については、施設の用途廃止により減損を認識しております。また、地域障害者職業センターについては、資産除去債務の見積りの変更により計上した資産について、減損を認識しております。
	３．減損損失の金額
	４．減損損失額の測定方法
	（１） 秋田職業能力開発促進センター本館・実習場建替その他工事（第１期）監理業務
	（３） 高度訓練センター受変電設備等改修工事監理業務
	（４） 高度訓練センター受変電設備等改修工事
	（５） 京都職業能力開発促進センター本館昇降機設備更新工事監理業務
	（６） 秋田職業能力開発短期大学校本館昇降機設備更新工事設計監理業務

	01附属明細書（固定資産）0608修正
	法人全体

	02附属明細書（棚卸資産）0608法人
	03 0608附属明細書（賞与引当金の明細）（法人全体）
	04 0608 法人 附属明細書（貸付金等に対する貸倒引当金の明細）
	05附属明細書（退職給付引当金の明細)0608法人 
	06附属明細書（資産除去債務）0608修正
	07 0602 法令に基づく引当金の明細（法人全体）
	08附属明細書（運営費交付金）0608修正
	09附属明細書（補助金）0608法人
	10  附属明細書（役員及び職員の給与の明細）0608
	11科学研究費補助金の明細0608法人
	法人全体 

	12附属明細書（各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係図)0602
	13附属明細書【横流し表】0614②
	01貸借対照表横流し表0602（R4決算用）
	横流し表

	02行政コスト計算書横流し表0602再修正
	【横流し】行政コスト計算書

	03（横流し表）0614PL②
	損益計算書

	04キャッシュ・フロー計算書横流し表0612
	横流しCF


	14附属明細書（勘定別の利益の処分又は損失の処理に関する書類）0608修正法人
	全体

	15附属明細書（勘定間相殺）0608法人
	R4

	16附属明細書（セグメント）0608修正
	17附属明細書（関連公益法人等の範囲の情報）法人 0612

	高障0614
	財務諸表・附属明細書表紙（高障）
	01貸借対照表0608高障
	02行政コスト計算書0608高障
	03  PL 0614高障 
	04純資産変動計算書0608高障
	05キャッシュ・フロー計算書0608高障
	高障

	06 利益の処分に関する書類（案）0608 
	【高障】注記（結合）0612
	01附属明細書（固定資産）0608修正
	02附属明細書（棚卸資産）0608高障
	03 0608 附属明細書（賞与引当金の明細）（高障勘定）
	04 0608 附属明細書（貸付金等に対する貸倒引当金の明細）（高障勘定）
	05附属明細書（退職給付引当金の明細)0608高障 
	06附属明細書（資産除去債務）0608修正
	07附属明細書（運営費交付金）0608修正
	08附属明細書（補助金）0608高障
	09 0608 高障 10附属明細書（役員及び職員の給与の明細）
	10附属明細書（セグメント）0608修正
	11附属明細書（関連公益法人等の範囲の情報）高障 0612

	障能0614
	財務諸表・附属明細書表紙（障能）
	01貸借対照表0608障能
	02行政コス0608障能
	障能

	03  PL 0614障能 
	04純資産変動計算書0608障能
	05キャッシュ・フロー計算書0608障能
	06利益の処分に関する書類（案）0608
	【障能】注記（結合）0612
	01附属明細書（固定資産）0608
	02 0608 附属明細書（賞与引当金の明細）（障能勘定）
	03 0608 附属明細書（貸付金等に対する貸倒引当金の明細）（障能勘定）
	04附属明細書（退職給付引当金の明細)0608障能 
	05附属明細書（運営費交付金）0608修正
	06 0608 障能 10附属明細書（役員及び職員の給与の明細）
	07附属明細書（セグメント）0608障能
	08附属明細書（関連公益法人等の範囲の情報）障能 0612

	納付金0613②
	財務諸表・附属明細書表紙（納付金）
	01貸借対照表0608納付
	02行政コスト計算書0608納付
	03 納付金0608 PL
	04純資産変動計算書0608納付金
	05キャッシュ・フロー計算書0608納付金
	06利益の処分に関する書類（案）0608
	【納付】注記（結合）0612
	01附属明細書（固定資産）0608納付
	02附属明細書（棚卸資産）0608納付
	03 0608 附属明細書（賞与引当金の明細）（納付金勘定）
	04 0608 附属明細書（貸付金等に対する貸倒引当金の明細）（納付金勘定）
	05附属明細書（退職給付引当金の明細)0608納付金 
	06 0608 法令に基づく引当金の明細（納付金勘定）
	07附属明細書（役員及び職員の給与の明細）0608納付金
	08附属明細書（セグメント）0608納付
	09附属明細書（関連公益法人等の範囲の情報）納付金 0612

	能開0613②
	01貸借対照表0608
	02行政コスト計算書0608能開
	能開

	03 能開 0608 PL
	04純資産変動計算書0608能開
	財務諸表・附属明細書表紙（能開）
	05キャッシュ・フロー計算書0608能開
	06 利益の処分に関する書類（案）0608
	【能開】注記（結合）0612
	02附属明細書（棚卸資産）0608
	03 0608 附属明細書（賞与引当金の明細）（能開勘定）
	04 0608 附属明細書（貸付金等に対する貸倒引当金の明細）（能開勘定）
	05附属明細書（退職給付引当金の明細)0608能開 
	06附属明細書（資産除去債務）0608能開
	07附属明細書（運営費交付金）0608修正
	08附属明細書（補助金）0608能開
	09 0608 附属明細書（役員及び職員の給与の明細）
	10附属明細書（科学研究費補助金の明細）0608能開
	11附属明細書（セグメント）0608能開
	12附属明細書（関連公益法人等の範囲の情報）能開 0612

	認定0614
	財務諸表・附属明細書表紙（認定） 
	01貸借対照表0608認定
	02行政コス0608認定
	03  PL 0614認定 
	04純資産変動計算書0608認定
	05キャッシュ・フロー計算書0608認定
	06利益の処分に関する書類（案）0608
	【認定】注記（結合）0612
	01附属明細書（固定資産）0608修正
	02附属明細書（棚卸資産）0608認定
	03 0608 附属明細書（賞与引当金の明細）（認定勘定）
	04附属明細書（退職給付引当金の明細)0608認定 
	05附属明細書（運営費交付金）0608修正
	06 0608 認定 10附属明細書（役員及び職員の給与の明細）
	07附属明細書（セグメント）0608認定
	08附属明細書（関連公益法人等の範囲の情報）認定 0612

	宿舎0615
	財務諸表・附属明細書表紙（宿舎） 
	01貸借対照表0608宿舎
	02行政コス0608宿舎
	03 宿舎 0608 PL
	04純資産変動計算0608宿舎
	宿舎

	05キャッシュ・フロー計算書0608宿舎
	宿舎

	06 0608 利益の処分に関する書類（案）
	【宿舎】注記（結合）0615
	１．減価償却の会計処理方法
	２．貸倒引当金の計上基準
	３．賞与に係る引当金の計上基準
	役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上しております。
	４．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
	５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
	（２）当事業年度に国庫納付控除金預り金として計上した額（機構法附則第5条第4項に基づき厚生労働大臣が定め譲渡収入から控除された額）　　　　　　　　　　　　　　　　21,687,281円
	（３）当事業年度に国庫納付控除金収益として収益化した額及び国庫納付控除金預り金の残高

	01附属明細書（固定資産）0608宿舎
	02 0608 附属明細書（賞与引当金の明細）（宿舎等勘定）
	03 0608 附属明細書（貸付金等に対する貸倒引当金の明細）（宿舎等勘定）
	04附属明細書（退職給付引当金の明細) 0608宿舎
	05附属明細書（資産除去債務）0608修正
	06 0608 宿舎10附属明細書（役員及び職員の給与の明細）
	07附属明細書（セグメント）0608宿舎
	08附属明細書（関連公益法人等の範囲の情報）宿舎 0612

	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ

	令和4事業年度事業報告書
	令和4年度決算報告書
	【総括】
	高障
	障能
	納付金
	能開
	認定
	宿舎等
	空白ページ

	空白ページ
	空白ページ


